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研究成果の概要（和文）：東アジア地域における経済統合の拡大・深化の過程において、格差収斂と成長とを両
立させる方法を理論・実証的に模索することが本研究の主な目的である。分析の主眼は、成長・発展に対する阻
害要因の撤廃・軽減や貿易・FDIの進展による経済の開放化の進展が、域内各国の所得、厚生、環境にどのよう
な影響をおよぼすのかに注がれた。分析の結果、阻害要因の撤廃や開放化は必ずしも各国の所得増加や厚生・環
境の改善に貢献するとは限らないことが明らかとなった。また、所得増加や環境改善のための条件についても明
示した。ただし、格差縮小と成長とを「両立」させるための具体的な政策提言は行えておらず、この点が今後の
課題として残された。

研究成果の概要（英文）：This research examines how to achieve a good balance between a convergence 
of economic disparity and growth in East Asia theoretically and empirically. The main concern in 
this analysis is the effect of a reduction in some kinds of barriers to economic growth and 
integration on the level of income, welfare, and environment in this Area. I also investigate the 
effect of economic openness promoted by an expansion of trade and foreign direct investment. The 
results of these analyses suggest that (1) a reduction in some barriers to economic growth do not 
invariably increase income and improve welfare; (2) a progress of economic liberalization may worsen
 welfare and environment in some situation; and (3) these effects on income, welfare, and 
environment depend largely on the level of some parameters, such as transport cost, price 
elasticity, and fairness parameter.
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１．研究開始当初の背景 
貿易・海外直接投資（以下 FDI と表記）およ
び国際フラグメンテーションを軸としたア
ジア地域の重層的な地域経済統合は、依然と
して拡大・深化の途上にある。地理的には、
日本を含む東アジア圏だけでなく、東南アジ
ア、さらには南西アジア地域にまでその範囲
は及びつつある。こうした地域経済連携の進
展は、域内国の経済成長・発展を促す一方で、
各国内あるいは各国間の経済格差を拡大さ
せる要因ともなっている。しかし、その重要
性にもかかわらず、当該地域経済の成長と格
差収斂を両立させる方策について理論・実証
両面から行われた包括的研究は見当たらな
い。 
 
２．研究の目的 
東アジア地域における経済統合が格差収斂
と経済成長を両立させる可能性について理
論・実証の両的側面から考察を加えることが
本研究の主な目的である。具体的には、経済
成長・発展に対するさまざまな阻害要因の軽
減・撤廃や、貿易・FDI の進展すなわち経済
の開放化の進展による域内各国の所得・厚生
への影響の分析である。加えて、国内経済格
差の要因となりうる産業内資源の偏りや、労
働市場への影響についても分析を行う。さら
に持続的成長の可能性という視点から、環境
（主に汚染排出）への影響についても考察を
加える。 
 
３．研究の方法 
本研究は、おおむね下記の３段階を経て行わ
れた。 
 
(1) 第１段階では、アジア地域の主要国経済
およびその連関について、現地調査および文
献研究を中心に現状把握をおこなった。本段
階の研究においては主に、各国マクロ経済・
貿易および多国籍企業・FDI の動向、地域経
済統合の進行状況に焦点をあてた。さらに、
これらの分析結果をふまえ、当該地域統合に
おける成長の阻害要因や、域内各国内・間の
経済格差拡大の要因について考察した。 
 
(2) 第２段階では、第１段階の成果を考慮し
つつ、経済成長・発展に対するさまざまな阻
害要因の撤廃・軽減や経済の開放化の進展が、
域内各国の所得・厚生への影響を分析するた
めの理論的枠組みを複数提示した。その際、
アジア経済統合の特性に鑑みて、貿易および
FDI を組み込んだモデルを構築した。また、
産業内資源配分の歪みをも考察するため、
Melitz (2003)以降急速に広まった企業の異
質性（firm heterogeneity）という概念もモ
デルに導入した。さらに、当該地域経済にと
っての大きなリスクと考えられる為替変動
による影響や、地域経済の長期的成長に対す
る重大なリスクとしての環境汚染について
も上記の枠組みを用いて考察した。なお、国

際化の進展と労働市場との関連、および貿
易・FDI と環境に関する理論研究に関しては、
吟谷泰裕（関東学院大学）、杉山泰之（福井
県立大学）との共同研究の形で行った。 
 
(3) 第 3 段階では、第 2段階で行った理論分
析の結果の妥当性を検証するため、後掲の
「雑誌論文」②、「学会発表」②、④、⑤に
おいて、その分析結果についての実証的検証
を行った。一部の実証分析に関しては、佐藤
隆広（神戸大学）、藤森梓（大阪成蹊大学）
との共同研究の形で進めた。 
 
４．研究成果 
(1) 後掲の「雑誌論文」①、②、および「学
会発表」①、③～⑤では、貿易、FDI、企業
の異質性を考慮した南北モデルを用いて、為
替変動による産業内資源配分および生産性
（労働生産性）への影響についての理論的検
証を行った（貿易、FDI、企業の異質性を考
慮した理論分析は、Helpman et al. (2004)
などを参照のこと）。分析の結果として、自
国（北）通貨の減価は、国内企業（自国生産・
販売のみを行う企業）および FDI 企業（自国
生産・販売に加え、外国生産・販売あるいは
外国生産・自国販売を行う企業）を減少させ
る一方で、輸出企業（自国生産・販売に加え、
自国生産・輸出を行う企業）を増加させる傾
向があることを明らかにした。このうち「雑
誌論文」②では、為替変動による労働生産性
への影響について理論的に分析するととも
に、その結果に関する実証分析も行った。そ
して、短期的な為替変動（円安）が日本の製
造業の労働生産性を引き上げる傾向がある
ことを明らかにした。これら一連の研究から
明らかになったことは、まず為替変動が各国
内の産業内資源配分のリシャッフルを通じ
て、マクロ経済に大きな影響を及ぼすことで
ある。さらに為替変動は、製造業の労働生産
性をも変化させることから、長期的な経済動
向にも影響を及ぼし得ると考えられる。 
 
(2) 次に「雑誌論文」③では、経済開放化の
進展が各国労働市場に及ぼす影響を理論的
に分析した。本分析に際しては、不完全労働
市場、具体的には公正賃金メカニズム（fair 
wage-effort mechanism）を想定した異質性
モデルを構築し、輸送費の低下および貿易相
手国の増加による影響について考察を加え
た。この変化は、アジア地域経済統合の拡
大・深化過程において観察される事実と合致
している。分析の結果として、開放化の進展
が賃金と厚生に及ぼす影響は確定的ではな
く、いくつかの外生的要因（価格弾力性や
fairness parameter の水準）に依存して変化
することが明らかになった。この結果は、「経
済の開放化が各国賃金水準を上昇させる」と
いう当該分野の先行研究における標準的見
解とは異なるものである。加えて、貿易自由
化が失業に与える影響も不定であり、それは



貿易開放度（輸送費の水準）に依存すること
も示された。本分析では、国内プラント賃金、
輸出プラント賃金、平均賃金の 3種類の賃金
への影響が分析されたが、開放化の進展がこ
れらに及ぼす影響は均一ではない。すなわち、
経済の開放化が国内所得格差を拡大させる
一因となりうることを示している。 
 
(3) 「学会発表」②では、日本の多国籍企業
（製造業）を対象に、その生産性の水準と海
外進出形態との関係について理論、実証両面
から分析した。理論的な枠組みとして異質性
を導入した南北モデルを採用し、生産性の最
も高い企業グループは疑似輸出基地型 FDI
（quasi-export-platform FDI）、2 番目に生
産性の高い企業は水平型 FDI（horizontal 
FDI）、最も生産性の低い企業は輸出基地型
FDI（export-platform FDI）を採用すること
が示された。この理論仮説は、多項ロジット
分析（multinomial logit model）によって
実証的にもサポートされている。 
 

(4) 「学会発表」⑥は、排出規制の強化が各
国および世界全体の汚染排出量に及ぼす影
響およびその経路について考察した理論研
究である。分析に用いたモデルは、企業の異
質性を考慮した非対称 2国モデルである。さ
らに、当規制の国際協調の有無が排出削減の
有効性に及ぼす影響についても考察されて
いる。排出規制の国際協調がない場合には、
規制強化が自国排出量を減少させる一方で、
外国の排出量を増加させることが明らかに
された。世界全体の排出量の増減は、いくつ
かのパラメータ水準に依存して変化するこ
とも指摘された。他方、規制に関して完全な
国際協調が実現している場合には、規制強化
が各国および世界全体の汚染排出を減少さ
せることも明示された。 
 
(5) 本報告時点では原稿が完成していない
ため、「主な発表論文等」のリストには加え
ていないものの、現在投稿準備中の論文とし
て Firm heterogeneity and the behavior of 
Japanese manufacturing multinationals in 
India（仮）がある。本論文は、日本の製造
業企業の海外進出行動がどのような要因に
基づいて行われているのかについて、理論・
実証両面から分析したものである。東アジア、
東南アジア関連のデータ入手制約により、実
証分析のパートでは、佐藤隆広（神戸大学）、
藤森梓（大阪成蹊大学）両氏の協力のもと、
インドおよびインド進出日系企業のデータ
を用いた分析を行った。 
 
以上の一連の研究結果を総括すると、成長

阻害要因の撤廃や開放化は必ずしも域内各
国の所得増加や厚生・環境の改善に貢献する
とは限らないといえる。また、こうした外生
的変化が、経済・所得格差を収斂させるより
もむしろ拡大させる可能性が高いこともう

かがうことができる。本研究では、どのよう
な局面において所得・厚生や環境が改善され
るかという点については明示できたものの、
最終的な目的である「格差縮小と成長の両
立」を達成するための有効な政策を具体的に
提示できたとはいえない。この点は今後の課
題として残された。 
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